
西宮市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの基準等 
に関する要綱 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、西宮市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例（平成２４年西宮市条例第１９号。以下「指定地域密着型サービ

ス基準条例」という。）及び西宮市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年西宮市条例第１８号。以下「指定地域

密着型介護予防サービス基準条例」という。）の実施に関し必要な事項を定める。 

（指定地域密着型サービス基準条例及び指定地域密着型介護予防サービス基準条例の趣

旨及び内容） 

第２条 指定地域密着型サービス基準条例及び指定地域密着型介護予防サービス基準条例

の趣旨及び内容については、次条から第９条までに定めるもののほか、指定地域密着型

サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（平成１８年３月 3
１日老計発第０３３１００４号・老振発第０３３１００４号・老老発第０３３１０１７

号通知）に定める趣旨及び内容をもって、その趣旨及び内容とする。 
（オペレーターの任用要件） 

第３条 指定地域密着型サービス基準条例第６条第２項及び第４７条第２項の市長が定め

る者は、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地

域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働

大臣が定める者及び研修（平成２４年厚生労働省告示第１１３号。以下「平成２４年第

１１３号告示」という。）第１号に規定する厚生労働大臣が定める者とする。 
（特に業務に従事した経験が必要な者） 

第３条の２ 指定地域密着型サービス基準条例第６条第２項及び第４７条第２項の市長が

定める特に業務に従事した経験が必要な者は、指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準第３条の４第２項及び第６条第２項の規定する厚生労働大臣が

定める特に業務に従事した経験が必要な者（平成３０年厚生労働省告示第７９号）に規

定する厚生労働大臣が定める特に業務に従事した経験が必要な者とする。 
（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理者等が修了すべき研修） 

第４条 指定地域密着型サービス基準条例第６２条第２項、第８３条第３項、第１１１条

第３項及び第１９３条第２項の市長が定める研修は、平成２４年第１１３号告示第２号

に、指定地域密着型介護予防サービス基準条例第６条第２項、第４５条第３項及び第７

２条第３項の市長が定める研修は、平成２４年第１１３号告示第６号に規定する厚生労



働大臣が定める研修とする。 
２ 指定地域密着型サービス基準条例第８２条第１１項及び第１９２条第９項の市長が定

める研修は、平成２４年第１１３号告示第３号に、指定地域密着型介護予防サービス基

準条例第４４条第１１項の市長が定める研修は、平成２４年第１１３号告示第７号に規

定する厚生労働大臣が定める研修とする。 
３ 指定地域密着型サービス基準条例第８４条、第１１２条及び第１９４条の市長が定め

る研修は、平成２４年第１１３号告示第４号に、指定地域密着型介護予防サービス基準

条例第４６条及び第７３条の市長が定める研修は、平成２４年第１１３号告示第８号に

規定する厚生労働大臣が定める研修とする。 
４ 指定地域密着型サービス基準条例第１１０条第６項の市長が定める研修は、平成２４

年第１１３号告示第５号に、指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７１条第６項

の市長が定める研修は、平成２４年第１１３号告示第９号に規定する厚生労働大臣が定

める研修とする。 
５ 第１項から第４項の研修の具体的な内容については、指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定める者及び研修について（平成２

４年３月１６日老高発０３１６第２号・老振発０３１６第２号・老老発０３１６第６号

通知。）のとおりとする。 
（食事等の提供に係る費用） 

第５条 指定地域密着型サービス基準条例第５９条の７第４項、第９０条第４項、第１５

７条第４項及び第１８２条第４項並びに指定地域密着型介護予防サービス基準条例第２

２条第４項及び第５２条第４項の費用については、居住、滞在及び宿泊並びに食事の提

供に係る利用料等に関する指針（平成１７年厚生労働省告示第４１９号）の定めるとこ

ろによるものとする。 
（利用者等が選定する特別な居室等の提供に係る費用の基準） 

第６条 指定地域密着型サービス基準条例第１５７条第３項第３号及び第４号並びに第１

８２条第３項第３号及び第４号の市長の定める基準は、厚生労働大臣の定める利用者等

が選定する特別な居室等の提供に係る基準等（平成１２年厚生省告示第１２３号）の定

めるところによるものとする。 
（感染症又は食中毒が疑われる際の対処等に関する手順） 

第７条 指定地域密着型サービス基準条例第１７２条第２項第４号の市長が定める感染症

又は食中毒が疑われる際の対処等に関する手順は、厚生労働大臣が定める感染症又は食

中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順（平成１８年厚生労働省令告示第２６８



号）のとおりとする。 
（介護・医療連携推進会議の構成員） 

第８条 指定地域密着型サービス基準条例第３９条第１項第４号の市長が定める者は、当

該事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センター以外の地域包括支援センター

の職員及び西宮市高齢者・障害者権利擁護支援センター運営事業実施要綱第３条第４号

に規定する権利擁護支援者（以下「権利擁護支援者」とする。）とする。 
（運営推進会議の構成員） 

第９条 指定地域密着型サービス基準条例第５９条の１７第１項第３号及び指定地域密着

型介護予防サービス基準条例第３９条第１項第３号の市長が定める者は、当該事業所が

所在する区域を管轄する地域包括支援センター以外の地域包括支援センターの職員及び

権利擁護支援者とする。 
 

付 則 
 この要綱は、平成２５年４月１日から実施する。 

付 則 
 この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 

付 則 
 この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 

付 則 
 この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。 

付 則 
この要綱は、令和元年１０月１日から実施する。 

付 則 
この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

 


